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はじめに

台湾における国際私法の法源である「渉外民事法律適用法」は, 1953年の

施行以来， ほとんど改正されてこなかった。そこで，台湾における最高司法機

関である司法院は， 1998年から法学者や司法実務家を招聰して「渉外民事法

律適用法修正委員会」を設置改正草案の作成を開始した。同草案は2008年

6月に完成し, 2010年4月には立法院の三読（本会議での可決）を経て，同年

5月26日に総統令により 「改正渉外民事法律適用法」 （以下「新法」とする。

改正前の1953年「渉外民事法律適用法」は「旧法」とする）が公布された。新法

の改正範囲が広範囲にわたっているため，各界が新法の内容を十分に認識でき

るよう，新法の施行は公布から1年後の2011年5月26日とされた。

新法では，社会経済形態の変化と国際法制の変遷に対応するため，総則部分

に「法律回避」などの規定を追加しただけでなく，各論においても数多くの事

案類型に対する準拠法の規則を追加した。また， 旧法とは異なる新たな形の連

結点を数多く採用している。

新法が2011年に施行されてから，すでに5年が経過しているが，新法の条

文に係る法概念の解釈について，学者の間でもまだ見解が定まっていないもの

が多く， また司法実務の第一線で活躍する裁判官や弁護士にとっても，関連条

文の運用， または連結点の判断基準の解釈上の差異などに関する疑問点が少な
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<ないようである。

以上のような問題意識を踏まえ，本稿では, 2010年の新法の改正要点と，今

後の課題を中心として論じたい(1)。

1．国際私法の現状-2010年新法の改正要点

（1）渉外商事事案の準拠法の新設

新法では，狭義の渉外民事に限らず，例えば，支払指図または無記名証券の

法律行為（22条)，製造物の製造者責任（26条)，不正競争および競争制限行為

により生じた債務（27条)，船荷証券（43条)，集中保管を行っている有価証券

の権利変動（44条）などに関連する問題についての準拠法の規定など，渉外商

事事案に関する規定も多数設けられ，新たな経済環境と国際法制の変化に対応

している(2)。

また新法では，従来の債権債務によらない関係（すなわち20条ないし29条の

法律行為，事務管理，不当利得，不法行為以外の法律事実から生ずる債権債務関係）

により生じた債権債務(3)については，原則的に事実が発生した地の法律に基づ

かなければならない（30条(4))｡また，事務管理，不当利得，不法行為につい

ては， 中華民国での提訴後でも， 当事者は中華民国法の適用に合意することが

できる（31条(5)） との条文も新設された。

（2） 男女平等および子の利益保護の原則の貫徹

新法では，婚姻の効力，夫婦財産制，離婚の要件，離婚の効力などに関する

準拠法について，旧法での「夫の本国法」の適用から， 「夫婦の共通本国法｣，

｢共通住所地法」または「婚姻関係に最も密接な関係がある地の法律」の適用

へと改正が行われた（47条， 48条， 50条)。また，子の身分の保護(51条),親

権（55条)，監護／未成年者後見（56条)，扶養（57条）などに関わる渉外事案

では，子，被監護者，扶養権利者の本国法を準拠法として採用するよう改めら

れた。立法理由をみると， これら改正の理由は以下のようなものとなっている。

すなわち，前者に関して，旧法の規定においては， 「夫の本国法」によるとさ

れていたため，夫婦双方の属人法を共に考慮することができず，世界的な潮流
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である男女平等に反していた。また後者に関しては，子，監護，扶養などに係

る事案においては，子，被監護者，扶養権利者などの弱者保護を重視すべきで

ある。したがって， これらの改正は，男女平等の原則に沿ったものであるだけ

でなく， 「市民的および政治的権利に関する国際規約」における人権保障の精

神にも沿うものである(6)， とのことである。

（3）法の適用の明確性と合理性

改正前の渉外民事法律適用法の条文数は全31条であったが，今回の改正で

は， うち28条を改正， 1条を削除， 33条を追加したため，新法は全63条か

ら構成されることとなった。また， 旧法では章立てがされていなかったが，新

法では， 「通則｣， 「権利主体｣， 「法律行為の方式および代理｣， 「債（偵権債

務)｣， 「物権｣， 「親族｣， 「相続｣， 「附則」の8章に分けて条文を整理，調整す

るなど，全面的な改正が行われた(7)。

さらに，新法では，渉外民事事件において法律を適用する際に直面する恐れ

のある問題について，可能な限りの対応がなされた。例えば，知的財産権，人

の権利能力，代理権授与，債務負担，請求権の消滅時効，債務消滅などに関す

る準拠法の規定を新設したほか，事務管理，不当利得，不法行為を原因として

生じた債務の準拠法適用規定を改正した。これにより，法の適用の明確性と合

理性が高まった(8)。

（4）最密接関係原則の普遍的採用

現在の国際私法規範における世界的な趨勢となっている「最密接関係原則」

とは，台湾での一般的な説明によると「当事者の主観的期待と予見可能性およ

び具体的な個別の事案といった客観的事情を共に考慮することを最も重要な原

則とするという原則」とされる。新法ではこのような理解に基づき「最密接関

係原則」を普遍的に採用するとの改正を行った。この点こそが今回の改正の最

も大きな特徴と言えるだろう(9)。

例えば新法では，総論において，本国法主義を補充する規定として， 2条

(最も密接な関係がある国籍)， 4条（最も密接な関係がある住所地，最も密接な関
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係がある居所地)， 5条（最も密接な関係がある法）などの規定が設けられたほか，

各論においても，①当事者意思の不明を補充する規定: 17～19条（代理行為

に最も密接な関係がある地の法律)， 20条（最も密接な関係がある法)， 43条（船

荷証券に最も密接な関係がある地の法律)， 44条（集中保管の有価証券に最も密接

な関係がある地の法律)，②不法行為準拠法の調整規定：25条（最も密接な関係

がある法)，③身分関係における共通属人法の最終段階連結点とする規定：45

条（婚約当事者に最も密接な関係がある地の法律)， 47条（夫婦の婚姻関係に最も

密接な関係がある地の法律)， 48条（夫婦の婚姻関係に最も密接な関係がある地の

法律)， 50条（夫婦の婚姻関係に最も密接な関係がある地の法律）などの規定が設

けられた。

注目に値するのは， 「何を最も密接な関係がある法律とするのか」という点

について，新法では，それを推定する規定をいくつか規定したことである。例

えば20条では，法律行為により生じた債権債務の内に，法律行為の特徴的な

債務とされるものがある場合には，当該債務を負担する当事者が同行為を行っ

た時点で有する住所地の法を最も密接な関係がある法律であると推定している

(推定的な最も密接な関係がある法律)。

2．最密接関係原則の運用

「最密接関係原則」は，現在各国の立法例や国際条約でも採用されている。

個別事案において，具体的な状況に従って全ての要素を総合的に考量し，適切

な判断を下すことができるという最密接関係原則のメリットや，渉外民事紛争

は，常に事案の重大性，複雑性および革新性などの特性を有することなども考

慮して，一部の裁量の余地を残すことで裁判官が個別具体的な事案に法律を柔

軟に適用できるよう，新法では，広く最密接関係原則を採用するに至ったもの

である。その適用方法としては概ね以下の類型に分けられる(10)o
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（1）連結点の積極的抵触の解決

(a)国籍の積極的抵触

2条（国籍の積極的抵触）

本法の規定により当事者の本国法を適用する場合において， 当事者が多

数の国籍を有するときは，その者に最も密接な関係がある国籍によって本

国法を決定する。

旧法においては， 「当事者の本国法を適用すべきであるが，当事者が複数の

国籍を保有している場合について，その国籍の取得時期が異なる場合には，最

後に取得した国籍を当事者の本国法とする」との規定が設けられていた。しか

し， 「最後に取得した国籍」は，必ずしも当事者に最も密接な関係がある国籍

とは限らないため， 当事者が最後に取得した国籍により本国法を決定すると，

不合理な結果となる可能性を避けることができなかった。また， 旧法において

は，国籍の同時取得の場合に， 「最密接関係原則」が採用されていたが， 中華

民国法を優先的に適用するとも定められていた。

このような旧法の規定に対して，新法の立法者は， 「最後に取得した国籍は

必ずしも最密接関係がある国籍ではない」という理由から，国籍の取得時に関

わらず，一貫して「最密接関係原則」を基準とすることとし，新法2条を制定

した。また新法では， 「最密接関係原則」を採用することですでに中華民国法

適用の利益にも配慮しているという認識から，旧法に定められていた中華民国

法を優先的に適用するとの関連規定も削除した('1)。

「最密接関係国籍」の決定方法については，立法理由では，当事者の主観的

な意思と各種客観的要因を斜酌し，総合的に判断するのが望ましいとされてい

る。まず，当事者の主観的意思として， 当事者が最後に取得した国籍が本人の

真実の意思なのかどうかについて当事者の内心の効果意思を考慮するほか，客

観的要因については， 当事者の実質的な住所，営業所，就労，学業，財産の所

在地などの各要素を考慮し， どの国が当事者の最密接関係地であるかを総合的

に判断したうえで， 当事者の本国法を決定する('2)とされている。

(b)住所，居所の積極的な抵触
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4条（住所の抵触）

1 本法の規定により当事者の住所地法を適用する場合において， 当事者

が複数の住所を有するときは，その者に最も密接な関係がある住所地法

を適用する。

2 当事者の住所が不明なときは，その者の居所地法を適用する。

3 当事者が複数の居所を有するときは，その者に最も密接な関係がある

居所地法を適用する。居所が不明なときは，現在地法を適用する。

新法では，住所の積極的な抵触については，国籍の積極的な抵触の場合と同

様に内外住所ないし居所を一律に平等に， 「最密接関係原則」によって判断を

することとなった。 4条1項と3項において，当事者が複数の住所または居所

を有するときは，その者に最も密接な関係がある住所地法または居所地法を適

用すると定められている。

(2) 「不統一法国の法」の規定が不明な場合の適用補充

5条（法を異にする国の法）

本法の規定により当事者の本国法を適用する場合において，その国内の

法律が地域またはその他の理由により異なるとき， 当該国の法律適用に関

する規定に従い，適用すべき法律を決定する。当該国の法律適用に関する

規定が不明である場合には， 当該国において当事者に最も密接な関係があ

る法を適用する。

新法5条は， 当事者の本国法が地域，宗教，身分その他の理由によって法を

異にする，いわゆる「不統一法国」法の場合， 「間接指定主義」を採用し， 当

該国の法律適用に関する規定に従い，適用すべき法律を決定するとの規定であ

る。また，当該国の法律適用に関する規定が不明である場合には「最密接関係

原則」を採用し， 当該国において当事者に最も密接な関係がある地の法を適用

する。
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（3） 当事者が明示の準拠法選択をしていない場合の補充的準拠法選択ルール

(a)代理の三面関係の準拠法

17条（代理権を授与する行為の準拠法）

代理権が法律行為によって授与された場合，その代理権の成立，および

本人と代理人との間における効力は，本人と代理人が適用すべきことを明

示的に合意した法律による。明示的な合意がない場合，代理行為に最も密

接な関係がある地の法律による。

18条（本人と相手方との間の法律関係の準拠法）

代理人が本人の名義をもって相手方と法律行為を行うときは，本人と相

手方との間において，代理権の有無，制限，および代理権の行使が生ずる

法律効果に関し，本人と相手方が適用すべきことを明示的に合意した法律

による。明示的な合意がない場合，代理行為に最も密接な関係がある地の

法律による。

19条（代理権を授与する行為の準拠法）

代理人が本人の名義をもって相手方と法律行為を行うときは，相手方と

代理人との間において，代理人がその代理権限によるか，代理権限を越え

るか， または，代理権なくして行った法律行為によって生ずる法律効果に

関し，前条が適用すべきものと定める法律による。

新法では，各法律行為間の共通問題のうち，法律行為の方式および代理につ

いて，別途通則を（第3章「法律的行為の方式および代理｣）を設けて規定してい

る。中でも，代理の準拠法に関する規定は，旧法には規定がなかったものであ

り，新法で新たに規定されたものである(17条～19条)。

この3つの条文の構造から判断する限り，新法は，国境を越えた代理行為に

よる複雑な問題に対応するため，代理関係の準拠法について， 「本人と代理人

との間」または「本人と相手との間」に生じた代理関係は，原則として全て

｢当事者自治の原則」を優先して， 「当事者の合意」を第一の連結点とし， 「最
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密接関係原則」を副次的な連結点とするという立法手法を採用している。すな

わち， 当事者間に「明示の合意」があるために適用することが可能な法律があ

る場合には，同法を準拠法とし，明示の合意がない場合には， 「代理行為の最

も密接な関係がある地の法律」に従うとしている。しかし，代理の三面関係に

ついては，それぞれの局面において異なる法的根拠があり，利害関係もそれぞ

れ異なりうるため，学説や海外の立法例においても準拠法の選択に関して重視

する点は異なっている。すなわち，本人利益の保護を主とするか，相手の期待

の可能性に重点を置くか， または取引の安全性， もしくは行為地の公共秩序を

維持するか，その出発点によって「最も密接な関係がある地の法律」が異なっ

てくるのである。この点，新法の規定だけでは問題解決を見ることはできず，

今後の実務と学説を基礎にしたさらなる論証と発展を待たなければならな

い(13)。

(b)債権債務関係の準拠法

20条（法律行為によって発生した債権憤務の準拠法）

1 法律行為によって債権債務関係が発生した場合，その成立および効力

については， 当事者の意思によって，適用すべき法律を決定する。

2 当事者に明示的な意思がない， または，その明示的な意思により適用

するとされた法律が無効であるときは，最も密接な関係がある法律によ

る。

3法律行為による債務の中に， 当該法律行為の特徴を十分に含んだもの

があるときは，当該債務を負担する当事者の行為当時の住所地法を最も

密接な関係がある法律と推定する。ただし，不動産について行われた法

律行為は，その所在地法を最も密接な関係がある法律と推定する。

契約に関する準拠法の決定については， 「契約自由」を前提に，第1順位と

して当事者の主観的な意思を連結点に，第2順位としてその他客観的な連結方

式により補完し適切な準拠法を探求するとの立法を採用している国や国際規範

が多い。

新法が，法律行為によって発生した債権債務関係にかかる準拠法決定に際し，
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第2順位となる連結点として「最密接関係地」を採用したのは， 旧法では客観

的連結として固定的な連結点しか認められなかったこと（例えば，旧法6条2

項では，契約の準拠法について， 当事者の合意がない場合に， まずは当事者の共通

本国法により，その法がないときは，契約の行為地法によると規定されていた）に

より， 当事者の期待や社会的利益に反する不公平な結果が発生していたため，

それを解消するためのものである。したがって，新法においては裁判所が，あ

る契約の準拠法を決定する際には，その契約に関する様々な要素（自然人の住

所または国籍，法人の営業地，事件の発生地，行為地， 当事者の予見可能性，正当

な期待利益の保護，当該準拠法を決定または適用するための便宜性，法廷地の関連

政策およびその他利害関係のある法域の関連政策など）を総合的に分析し，かつ，

質および量の視点から比較して分析することにより， どの法域が事件の事実お

よび当事者と最密接関係にあるかを突き止め， 当該法域の法律を当事件の法律

関係の準拠法とする('4)べきである。

しかし，最密接関係原則に対する最も強い非難は，その基準があまりにも抽

象的であることである。そのため，裁判官が事件を審理する際に，一定の判断

基準がなければ恋意的に準拠法を選定してしまう場合も多くなろう。この欠点

を解消し「法の安定性」と「当事者の予見可能性」の両方を追求するため，新

法では20条第3項に「最も密接な関係がある法律」に関する推定規範を置く

ことで，契約準拠法を選択する場合の柔軟性と明確性の双方に配慮した。この

点については後述の「推定的な最も密接な関係がある法律」の中で詳述す

る('5)。

(c)船荷証券に関する法律関係および集中保管証券の権利変動の準拠法

43条（船荷証券に関する問題の準拠法）

1 船荷証券によって生ずる法律問題は，当該船荷証券に記載された適用

すべき法律による。船荷証券に適用すべき法律が記載されていないとき

は，最も密接な関係がある地の法律による。

2船荷証券に記載された貨物に対し，数人が，それぞれ，船荷証券によ

り，直接当該貨物に対して物権を主張するとき，その優先順位は，当該
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貨物の物権に適用すべき法律による。

3倉荷証券又は貨物引替証によって生ずる法律関係に適用すべき法律は，

前2項の船荷証券に関する規定を準用する。

44条（集中保管の有価証券の権利変動の準拠法）

有価証券が証券集中保管者によって保管されるとき，当該証券の権利の

取得・喪失・処分又は変更は，集中保管契約に明示された適用すべき法律

による。集中保管契約が適用すべき法律を明示していないときは，最も密

接な関係がある地の法律による。

新法は上記20条において債権行為について「当事者自治原則」を基本的な

規範としたほか，物権の章にも類似する規定を設けている。船荷証券と集中保

管証券は，その基本行為となる債権債務関係だけでなく物権変動とも密接な

関係があるため，新法では，物権の章の中に，船荷証券に関する法律関係，お

よび集中管理証券の権利変動の準拠法についての規定を， 43条および44条と

して新設した。これらの規定についても，上記の代理関係および債務関係の準

拠法のように，当事者意思を第1順位の準拠法選択の根拠とし，当事者の明示

の準拠法選択がない場合（台湾法上は黙示の準拠法選択は認められない('6))の補

充的な準拠法選択ルールとして「最密接関係原則」を採用した。

(4)不法行為により生じた債務の基本的な準拠法選択規則

25条（不法行為の準拠法）

不法行為によって生ずる債権債務に関しては，不法行為地法による。た

だし，最も密接な関係がある法律が別にあるときは， 当該法律による。

26条（製造物責任の準拠法）

商品の通常使用又は消費によって損害が発生したとき，被害者と商品製

造者との間の法律関係は，商品製造者の本国法による。ただし，商品製造
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者が，次に掲げるいずれか一つの法律を施行する地域内において当該商品

を販売することを事前に同意したか又は予見することができて，かつ，被

害者により当該法律が適用すべき法律として選定されるときは， 当該法律

による。

27条（不正競争および制限競争の準拠法）

市場の競争秩序が不公平な競争又は制限的な競争の行為によって妨害を

受けたとき， これによって生ずるその債権債務は， 当該市場の所在地法に

よる。ただし，不公平な競争又は制限的な競争が法律行為により生成し，

かつ当該法律行為に適用すべき法律が被害者により有利であるときは， 当

該法律行為に適用すべき法律による。

28条（メディアによる不法行為の準拠法）

l 不法行為が， 出版， ラジオ， テレビ， コンピューター・インターネッ

ト又はその他の伝播手段により行われるとき，その生じた債権債務は，

次に掲げる各号中，それと最も密接な関係がある法律による。

一行為地法。行為地が不明であるときは，行為者の住所地法。

二行為者が損害発生地を予見することができたときは，その損害発生

地法。

三被害者の人格権が侵害されたときは，その者の本国法。

2前項の不法行為の行為者が， 出版， ラジオ， テレビ， コンピュー

ター・インターネット又はその他の伝播手段の営業に係るときは，その

者の営業地法による。

新法25条では，一般不法行為により生じた債権債務には，原則的には不法

行為地法を適用しなければならないと定める一方で， 「最も密接な関係がある

法律が別にある場合には， 当該法律による」とのただし書を追加した。また，

特殊な不法行為によって生じた債権債務について， 26条， 27条， 28条に，そ

れぞれ適用すべき法律を規定した。立法理由によると，新法における特殊不法
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行為により生じた債権債務に関する26条ないし28条の規定は， 25条ただし

書に記載された「最密接関係地法」の具体化であり， これら規定が優先的に適

用されるとしている(17)oそのため，商品の製造物責任に関しては，結果発生

地，被害者が当該商品を買い受けた地， または被害者の本国法による（26条)。

不正または競争制限行為により生じた債務に関しては，原則的に当該市場地法

により，不正または競争制限が法律行為により生じた場合で， 当該法律行為に

ついて適用すべき法律が被害者に有利となる場合には当該法律行為について適

用すべき法律による（27条)。出版， ラジオ放送， テレビ， コンピューター．

インターネットなどの伝播手段により行われた不法行為により生じた債務に関

しては，状況に応じて結果発生地， または被害者の本国法を適用することがで

きる（新法28条)('8)。

(5) 身分関係事件の中での段階的な準拠法選択ルールの最終段階として－

両性平等の原則

45条（婚約の成立および効力の準拠法）

， 婚約の成立は， その各当事者の本国法による。ただし，婚約の方式は，

当事者の一方の本国法又は婚約締結地法によるときも有効とする。

2婚約の効力は，婚約当事者の共通本国法による。共通本国法がないと

きは，共通住所地法による。共通住所地法がないときは，婚約当事者に

最も密接な関係がある地の法律による。

47条（婚姻効力の準拠法）

婚姻の効力は，夫婦の共通本国法による。共通本国法がないときは，共

通住所地法による。共通住所地法がないときは，夫婦の婚姻に最も密接な

関係がある地の法律による。

50条（離婚およびその効力の準拠法）

離婚およびその効力は，協議の当時又は訴訟提起の当時の夫婦の共通本
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国法による。共通本国法がないときは，共通住所地法による。共通住所地

法がないときは，夫婦の婚姻に最も密接な関係がある地の法律による。

旧法は渉外婚姻および渉外離婚問題について， 12条～15条に規定を設けて

いたが， もっぱら夫あるいは妻の一方の本国法を準拠法としていた。新法では，

この規定の在り方が両性平等の原則に反していたことに配慮し， ドイツ民法施

行法14条や日本の法の適用に関する通則法25条， イタリア国際私法29条な

どの立法例の主旨を参考として， 45条， 47条， 50条において， 「婚約効力準

拠法｣， 「婚姻効力準拠法」および「離婚およびその効力準拠法」についての規

定を設け，それぞれ「階段的な連結方法」を採用した。すなわちまず夫婦共通

の本国法を準拠法とし，共通の本国法がない場合は，共通の住居地法を，共通

の住居地法がない場合は， 「最密接関係原則」を段階的に準拠法とするとの選

択ルールとしたのである。また，最も密接な関係がある地を決定するための基

準としては，裁判所が夫婦婚姻の各要素（夫婦の住居地，勤め先または事業の重

心地，財産の主な所在地，家族の生活重心地，学業・宗教の背景など）を総合的に

考慮し， その中から，最も密接な関係がある地の法律を準拠法とする(19)と規

定した。

なお，夫婦財産制の準拠法については，夫婦財産制が身分法と財産法をまた

いだ法律制度であり，財産法の性質を持っていることに鑑み，当事者自治の尊

重という契約法上の原則も渉外的夫婦財産制の準拠法を規範化するための一般

原則となっている。そのため，外国の立法例などを参考として，夫婦財産制に

ついては，夫婦が書面によってその一方の本国法または住所地法の適用を合意

した場合に限り，夫婦の合意によってその適用する法律を決めるべきと規定さ

れた（新法48条(20))。



台湾における国際私法の現状と課題39[何佳芳］

3．今後の課題

(1)総論

(a)法律回避と公序則の競合

7条（法律回避）

渉外民事事件の当事者が中華民国の法律の強行規定または禁止規定を回

避するときであっても，当該強行規定または禁止規定を適用する。

8条（公序良俗）

本法によって外国法を適用する場合において，

国の公の秩序または善良の風俗に反するときは，

その適用の結果が中華民

これを適用しない。

渉外民事事件における当事者が，本来適用されるべきであった中華民国法よ

りも自らに有利な外国法を適用するために，連結点を操作して，人為的に連結

点を創設または変更し， 中華民国の強行規定または禁止規定の適用を回避する

ことを防止するため，新法7条には，法律回避の規定が定められた。同条の立

法理由によれば， 当事者が，当該外国法が適用されることにより， 中華民国が

承認しない利益を得ることを目的として創設または変更した連結点は，準拠法

決定の基準としての実質性および公平性を失っているため，それによって決定

された準拠法も合理性を欠くこととなる。そのため，その適用を制限する必要

があることから， 中華民国の法律の強行規定または禁止規定を回避する場合で

あっても， 当該強行規定または禁止規定を適用するとされている(21)。

台湾の通説によれば，以下の主観的要件と客観的要件を満たすことで「法律

回避」が認定される。主観的要件については， 当事者が不法な動機や目的（詐

欺の故意）を有すること，が要求される。また，客観的要件については，次の

三点が指摘される。すなわち， (1)当事者が連結点を変更したこと。 (2)当事者に

とって不利益な法廷地法が回避されること（すなわち， 回避されるのは法廷地の

強行規定や禁止規定であること(型))。 (3)当事者の動機（詐欺の故意）と行為（連結

点の変更行為） との間に時間上の連続性があり，そして有効な回避結果（当事
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者が利益を得ること）が達成されること。この点は「法律回避の連続性」とい

われている(23)。これらの要件のうち，主観的要件は最も重要な要件だと考え

られている。そもそも，法律回避は，外観的には合法であるが，主観的には詐

欺の故意があることによって成立すると考えられており， この主観的要件が満

たされなかった場合には法律回避も成立しないとされる(24)。従って， 当事者

が法廷地法を回避する意図の有無は，法律回避を認定する場合に，最も重要な

判断基準なのである。しかし，その一方で最も困難な判断基準であるとも言え

る(25)o

新法7条の法律回避は新法通則章における唯一の新設規定である(郡)が， 同

条と8条の公序則の関係や区別などについてはすでに詳しい議論がなされてい

る。国内の裁判官がある事件の準拠法を外国法と認定した場合でも，当該外国

法の適用結果が国内の公序則に違反すると認められる場合，適用されないこと

がある（新法8条)○一方で，外国に関わる事件の当事者が連結点を変更する

ことで選定した適用すべき外国法について，国内の裁判官は， 当事者が本来適

用できる国内法をわざと回避したと認め，適用することができない場合がある

(新法7条)。これらは似通った事例であるようにも思えるが， この2者の違い

は次のように考えることができる。

①公序則は国内の公共秩序および善良な風俗の維持に重点を置くが，法律回

避は国内法によって創設された強行法秩序の保護に重点を置く。

②公序則は適用することができる外国法の内容に重点を置き，その「適用結

果」が国内の公共秩序および善良な風俗に反するため，その適用が排除され

る。一方，法律回避は法律の内容と関係がなく， 「当事者が国内法を回避す

る意図」に重点を置き，その「連結点を変更することで外国法を適用させる

行為」が無効となる。つまり，法律回避は「法の指定段階」で外国法を排除

するが，公序則は「法の適用段階」で外国法を排除している。

③裁判官が公序則を理由に外国法の適用を拒否するのは新法8条を根拠とし

ているが，裁判官が法律回避を理由に， 当事者の連結点変更の行為が無効で，

連結点変更後の準拠法に適用できないと認めるのは，新法7条を根拠とする。

公序則と法律回避については以上のように，形式上，ある程度の区別ができ
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るが，実際的な区別の実益は存在するのだろうか。

まず，法律回避の客観的要件について，当事者の「連結点」を変更する行為

が必要である。連結点は主観的な連結点（当事者の意思） と客観的な連結点

(たとえば国籍，住所等）に分けられる。学説では「主観的連結」に対しては法

律回避は適用されない(")。例えば， 当事者が合意によって契約準拠法を選択

する場合には， 当事者が当事者自治により準拠法を選択しているため，連結点

の変更行為がなく，法律回避は発生し得ない。ただし，適用の結果が中華民国

の公の秩序または善良の風俗に反する場合には，公序則による制限をしなけれ

ばならない。

一方， 「客観的な連結点」を変更する場合には，有利な外国法を準拠法とす

るために，当事者が国籍や住所等を変更し，法廷地の強行規定や禁止規定を回

避することとなる。この場合は，法律回避によって，その適用を制限する必要

があり，当該法廷地強行規定または禁止規定を適用しなければならない。しか

し，本当に一律に内国法（法廷地法）の強行規定や禁止規定を適用する必要が

あるのだろうか。もし同事件が本来であれば国内と重要なまたは本質的な関係

(国内関連性）がない場合でも，依然として7条の規定に従って法律回避を認め，

国内の強行規定の適用を強制してもよいのだろうか。例えば，ある契約事件に

おいて，契約の締結地や履行地などが全て外国にあるような場合，あるいは，

ある身分事件において，当事者が生活の中心地を外国に移した場合など，国内

関連性が弱い事件においても，法律回避によって，法廷地法を強制的に適用す

べきなのであろうか。

以上のように，国内関連性の強い事件においては， 当事者が連結点を変更し，

法廷地法の強行または禁止規定を回避した場合， 7条の法律回避規定がなくて

も， 8条の公序則違反さえ存在すれば十分に対応できると考えられる。一方，

国内の法秩序や利害関係などに関連性の弱い事件においては， 8条の公序則違

反にも該当しないのに，ただ当事者が連結点を変更し，法廷地の強行・禁止規

定を適用しないことによって， 7条の法律回避が認定され， 当該強行規定また

は禁止規定を適用することになる。このような法律回避規定の適切性は今後さ

らに研究する必要があるだろう(銘)。
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(b)反致一第二次転致の排除および狭義の反致の採用

6条（反致）

本法により当事者の本国法を適用する場合において，その者の本国法に

より当該法律関係がその他の法律によって決定されるとされているときは，

当該その他の法律を適用しなければならない。ただし，その者の本国法ま

たは当該その他の法律により， 中華民国の法律を適用しなければならない

ときは，中華民国の法律を適用する。

新法6条は旧法29条に従って，反致を肯定する立場から規定を行っている。

旧法では反致について間接反致と転致を兼ねて採用する理論を採用していたが，

各国の現行立法では，反致の範囲を狭める傾向があるため，新法では第二次転

致の適用を排除し，法律の適用を簡略化させるために， 旧法29条の中の， 「そ

の他の法律に従って更にその他の法律を適用すべき場合，同上」の規定を削除

した。また， 旧法に狭義の反致が明示に規定されているかどうかについて，学

説の解釈は一致していなかったため，新法ではこれを明確するために， 6条の

但書きにおいて「その者の本国法……により， 中華民国の法律を適用しなけれ

ばならないときは， 中華民国の法律を適用する」という規定が明記された(29)o

新法の反致規定と属人法規定の併用については，いくつかの問題点が考えら

れる。

まず，反致の規定は，属人法の二大原則（本国法主義住所地法主義）の対立

を解消するために設けられた。しかし，新法には「段階的連結」の規定が数多

くあり，本国法と住所地法を共に採用しているため，改めて反致を行う必要が

ないようにも見える。また，夫婦についての「共通本国法｣， 「共通住所地法」

の規定は，男女同権を考慮に入れなければ選択することができない法選択規則

である。しかし反致により別の法律が準拠法になる恐れがあるのであれば，そ

もそも段階的適用を採用した立法者意図に背くことになるだろう(30)。

次に，新法における「段階的適用」の規定によって，第二段階の「共通住所

地法」に準拠する場合，反致は必要なのであろうか？否定説を採用すると，渉

外婚姻事件において，第一段階の「共通本国法」に準拠する場合には反致が必
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要になり，第二段階の「共通住所地法」に準拠する場合には反致が不要になる。

このように，共通本国法（反致は必要）と共通住所地法（反致は不要）で対応が

異なってしまう。一方，肯定説を採用すると，第二段階の「共通住所地法」に

準拠する場合にも，反致が必要になり，住所地法を属人法とする国（例えば英

米法国）の大半に反致規定がないという世界的な趨勢に背くことになるだろう。

また， 「段階的適用」の第三段階すなわち夫婦の婚姻に最も密接な関係があ

る地の法律を適用することについては，その時点で当事者の婚姻で最密接関係

地法が一方の当事者の本国法だと決定した場合には，反致の適用があるが，反

対に，逆に一方の当事者の住所地法を選択した場合には，反致があるのだろう

か(3')。さらに検討を進める必要があろう。

最後に，子の身分を定める準拠法の制定では，子の最善の利益を保障するこ

とが趨勢となっているが， この点につき反致を認めることで子の最善の利益の

保障がはかれない可能性もあるだろう。

（2）財産法

(a)推定的な最も密接な関係がある法律一特徴的給付の判断不明

前述したように，最密接関係原則が最も非難されている点として，その判断

基準があまりにも抽象的になることや，裁判官が恋意による認定に走りやすい

ことがあげられる。そのため， 「法の安定性」と「当事者の予見可能性」を確

保するために，新法20条3項に「最密接関係地法」に関する推定規範を新設

することで，契約準拠法を決定する場合の柔軟性と明確性に配慮した(32)。

(i)不動産に対する法律行為一不動産の所在地法について(920Ⅲ但書き）

不動産に関する契約については，不動産の定着性により，当事者の予見可能

性の要求を満足でき， また不動産取引に関する債務の履行行為（不動産の引渡

しや登記など)，はほとんどが不動産所在地で行われることから，同契約につい

て，多くの場合は「不動産所在地」と密接な関係があると認められる。そのた

め，新法20条3項但書きには，不動産に関する法律行為について，不動産所

在地の法律をその「最も密接な関係がある法律」として推定すると明記されて

いる。もちろん， 「推定」であるため，不動産所在地の法律より密接な関係の
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あるその他の法律がある場合，当事者は反証を挙げて同但書きの推定を覆し，

より密接な関係のある法律を適用することも可能である。

(ii)その他法律行為による償務関係一特徴的給付理論(920Ⅲ本文）

不動産取引以外の契約関係， またはその他法律行為による債務関係について，

新法20条3項の本文には，最も密接な関係がある法律の推定の規定がある。

これはECにおける1980年の「契約債務の準拠法に関する条約(Conventionon

thelawapplicabletocontractualobligations/ローマ条約)」4条の精神を参考とした条

文であり， 「特徴的給付理論」を推定の手段とするものである。 「特徴的給付の

理論」とは，商業上の行為に関しては，契約関係の重心が職業的行為を引き受

ける者の側にあることから，契約の最密接関係地法は商人が営業を営む地であ

るとする考察を基礎として，それを一般化し，契約に特徴的な給付（その種類

の契約を，他の種類の契約から，区別する基準となる給付）をすべき者が活動の拠

点を有している地を契約の最密接関係地とする考え方である(郷)， と台湾では

一般的に説明される(34)o

それでは， 「特徴的給付」あるいは「特徴的債務」とは何なのであろうか。

この点，台湾では立法理由でも明らかにはされておらず，各研究者により解釈

が異なり．区々である。また。個別事件において法律行為による憤務のうち，

十分に当該法律行為の特徴に該当するものがあるかどうかについてはどのよう

に判断すべきであろうか。台湾の国内法にはこのような規定は存在しなかった

ため，改正理由においては，特に「特徴的債務の判断について，関連国家の実

践を参考に，それぞれ個別事件に対して認定し，そしてそのタイプを整理し，

裁判所の優先的な適用根拠とすること」との指摘がなされている(35)。以下，

新法が施行された後に，新法20条2項や3項により，渉外契約事件における

契約準拠法を認定した裁判例をいくつか紹介する。
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＊裁判実務 1－§20Ⅱの「最密接関係原則」だけを適用する事例

*裁判実務2-520Ⅲの「特徴的給付」を適用した事例（極めて少数）

事件番号 事件類型 渉民条文 準拠法の判断理由

台湾高等法院民事判

決102(2013)年度

上易字第1227号

代金返金請

求事件

§20Ⅱ 本件は被控訴人が双方当事者契約による債

務関係により代金と手数料の返還を控訴人

に請求した事件であるが，双方当事者が準

拠法を合意していなかったため，控訴人が

中華民国の法人で，その債務不履行の事実

が中華民国で発生したなどという点を考慮

し， 中華民国の法律が本件債務の最密接関

係法だと認められた。

台湾高等法院民事判

決103(2014)年度

保険上字第17号

損害賠償 §20Ⅱ 本件輸送契約には準拠法の合意が明記され

ていなかったが， 同契約の履行地が中華民

国の高雄港と韓国をまたいでおり． また被

控訴人が中華民国の法人であるため，外国

に関わる民事法律適用法20条2項の規定

に従って．中華民国の法律を最も密接な関

係がある法律と判断した。

台湾高等法院民事判

決104 (2015)年度

上字第517号

代金返金な

ど

§20n 本件は被控訴人と控訴人が売買契約を締結

したが，売買契約には準拠法に関する合意

がないため，被控訴人は中華民国の裁判所

で訴えを提起し，そして中華民国の法律に

従って権利を主張した。また控訴人は中華

民国の企業法人で． しかも中華民国の法律

に従って抗弁したため， 中華民国の法律を

この売買契約の最も密接な関係がある法律

とし．売買契約の成立および効力について．

中華民国の法律を準拠法とした。

台湾高等法院民事裁

定l"(2015)年度

抗字第771号

仮差押に対

する異議

§20n 外国に関わる民事法律適用法20条（略）

により，抗告人が相手の中華民国での財産

(中華民国法人の株）を本件の執行目的物

とし．中華民国の法律を最も密接な関係が

ある法律とするため．中華民国の法律を準

拠法とする。

台湾高等法院民事判

決102 (2013)年度

上易字第3号

損害賠償等 §20Ⅲ 控訴人が被控訴人と締結した輸送契約には

契約準拠法の合意がないが．輸送者の輸送

行為が当契約の特徴的債務に属するため，

控訴人の主張した輸送者（被控訴人）の住

居地法（中華民国の法律）を当契約の成立

および効力の準拠法とする。
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ここにあげた台湾での裁判例を見ると，裁判実務においては， 「特徴的給付

理論」に対する知識があまりないのが現状であり，新法20条3項を正しく適

用し， 「当該法律行為の特徴的債務を負担する当事者の行為時の住居地の法律」

を利用し，最も密接な関係がある法律を推定することができた裁判例は極めて

少数であることがわかる。すなわち， ほとんどの判決においては，新法20条

について， 3項による2項の最も密接な関係がある法律の推定を行わず，形式

的には20条を適用しているが，同規定の条文構造と推定方法を含めた最密接

関係理論が正確に適用されていないという問題があるように思われる。これは

｢法の安定性」と「当事者の予測可能性」に配慮を加えるという， 当初の立法

目的が全く喪失してしまうことになる(36)。今後，台湾の裁判所が本来の「特

徴的給付理論」を理解し，関連規定を正しく運用し， さらに様々な契約法律関

係の特徴的債務を類型化することで，契約当事者が事前にその準拠法を予測し，

その契約締結コストあるいは訴訟コストを見積もり，そして国際間取引行為の

活性化が促進できることを期待する。

(b)弱者の保護の不足一消費契約と労働契約の特別ルールの不存在

契約当事者の一方が経済的弱者でもう一方が経済的強者であるような契約に

ついて，経済的強者が契約締結の利便性から，契約書の内容などをできる限り

統一化するために，契約書を定型化させることは，実務ではよくあることであ

る。このような経済的強者と弱者の間で締結された契約は，一般には定型化し

た契約書式で締結されている場合が多い。このような定型化された契約書を利

用して， 自分に有利な法を準拠法とする「準拠法条項」を経済的強者が挿入し

ている場合， 「当事者自治の原則」はむしろ弱者を圧迫するためのツールと

なってしまう。

また， 「特徴的給付理論」では，各契約類型では次のように特徴的給付を行

う当事者を決定し，その当事者の常居所地を準拠法とするとの見解が見られる。

まず, (1)金銭給付以外の給付を給付義務の内容とした一方が契約の相手方から

コントロールを受けている場合（労働契約)， コントロールしている側（雇用

者）を特徴的給付を行う当事者とし， (2)契約当事者の双方の給付が金銭給付で

ある場合（金銭貸借契約， または保険契約）には，比較的大きいリスクを負担す
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る一方当事者（すなわち，銀行または保険会社）を特徴的給付を行う当事者とす

る。しかし， このような見解にたつと，労働者，被雇用者，消費者，被保険者

などの弱者にとって不利となり，問題である(訂)。

これに対し，国際私法学の領域においては，近年経済的弱者の「保護原則」

が重視されており，外国に関わる契約の法律適用に「実体法としての目的のあ

る両面抵触法則/result-orientedconHictsrules」という立法方式を採用し，弱者の

契約当事者を保護するための「実質的な正義」を実現するために，弱者である

消費者，労働者を保護するための実体法の目的を抵触規則に入れ込むという傾

向がある(鍋)。しかし，新法ではこの点立法上の手当てはなされておらず，消

費契約や労働契約などの契約当事者の一方が弱い立場にある契約タイプについ

て準拠法決定の特則がない。債権債務関係の発生原因において，不法行為と契

約に関する事件が一番多いと考えられるところ，渉外的な不法行為の法律適用

については．新法25条の通則の外に，新法26条ないし28条において， それ

ぞれ渉外的な製造物責任の法律適用，渉外的な不正競争または競争制限の法律

適用， メディアによる国境を越えた不法行為の法律適用などの特則が設置され

ている。一方，消費者契約および労働契約も紛争が生じやすいにも関わらず，

新法では個別の特則を設けず， 「法律行為による債権債務関係」一般の規則

(20条）のみでそれを規定している。これは明らかにバランスを欠いており，

不十分であると言えよう(39)o

(3) 身分法一子の利益の保護

52条（準正の準拠法）

非嫡出子の実父が実母と婚姻したときは，その身分は実父と実母との婚

姻の効力に適用されるべき法律による。

新法52条の「実父と実母との婚姻の効力に適用されるべき法律による」と

いう規定は，以下の問題を見落としている。

52条が準拠法とする婚姻の効力に関する規定は，主に男女平等を考慮する

ために，夫婦共通の国籍法，住居地法および婚姻関係最密接法を採用するもの
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である。しかし，本来， 「準正」とは子の利益を考慮すべきであり， このよう

な52条の規定は子の利益とは異なる基準となってしまっている。また，修正

草案において参考にされたとされる日本法によると， 「実父，実母あるいは当

該子の本国法による」ことになるはずである。このような日本の規範は子の利

益を十分に考慮しており，新法の規範態様とは全く異なったものである。新法

の改正理由においては日本法30条を参照したとしているにもかかわらず， こ

のような改正の結果となってしまっているのは， 日本法に対する誤解があると

言えるだろう。そのうえ，法律修正委員会では’第21回会議において，すで

に「子，その父またはその母の本国法」という修正結論に達したにも関わらず，

最終結果としては，依然として旧草案のまま改正手続きを行っていることから，

記録整理に何らかのミスがあったのではないかと考えられる(40)o

（4） 国際私法にかかる教育の強化

以上紹介した台湾の渉外民事法律適用法の改正を見ると，台湾における渉外

法律関係の準拠法の決定については， 「明文規定に現れている立法者意思」へ

の依存から，部分的にではあるが， 「裁判所の個別事案に於ける判断」へと，

その準拠法決定基準の比重が変化しつつある。例えば，最も密接な関係がある

法律の認定は，裁判所の裁量によるところが多く，総合的な認定が重要となっ

ており，今回の改正により台湾の国際私法は裁判官信頼型立法へと展開したと

言えるだろう(41)o

しかし，上述した特徴的給付の理論による最密接関係法の推定の事案に見ら

れるように，現状における裁判官の20条に関する理解不足は極めて大きな問

題である。そのほかにも， 当事者や利害関係者の利益および国際私法政策など

の全般的な利益をどのように守り，そして，判決結果の国際的な調和をどのよ

うに達成するかについて，指摘できることは，裁判官が，個別案件を処理する

際に適切な関連法規を適用し，適切な手続を行わなければならないということ

である。つまり，実務家への国際私法教育の強化は,台湾の喫緊の課題と言え

る。

しかし，国際私法は台湾の実務や司法試験上では重視されていないという現
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状があり，司法試験においても，国際私法の論述試験は無く，司法試験の第一

段階において，たった10問のみの選択問題が設問されるにすぎないため（600

点中の加点＝3．3％)， 国際私法の準備を放棄してしまう受験生も多い。渉外

事件がどんどん増えている裁判実務に比べると，明らかに間違った傾向だと思

われる。

おわりに

台湾の渉外民事法律適用法の約60年ぶりの改正は，現代の経済形態と国際

法制の変遷に対応して，数多くの準拠法の規則を追加し， また，新たな連結点

を採用した。台湾における国際私法の発展にとって非常に意味深いものである。

新法は2011年5月に施行されたが，関連法規の適用と解釈については今後の

判例の積み重ねと学界でのさらなる議論が期待される。

本稿では，台湾に於ける国際私法の現状と課題について若干の私見を述べた。

本稿が，実務ならびに学界での議論に一石を投じることとなれば幸いである。

(1)台湾の国際私法（渉外民事法律適用法）の改正に関する日本語文献として，笠

原俊宏「中華民国国際私法（渉外民事法律適用法）の改正（上）～（下)」戸籍時

報659号（2010年9月）63頁以下， 662号(2010年12月)35頁以下, 664号

(2011年1月)24頁以下, 665号(2011年2月)47頁以下, 666号(2011年3月）

28頁や，黄瑞宜「共同研究「民事法最新重要判例研究会」台湾渉外民事法律適用

法の改正について－主に契約の準拠法を中心に－」明治学院大学法律科学研

究所年報29号(2013年7月) 199頁以下がある。また，台湾の渉外民事法律適用

法の全ての条文の日本語訳については，笠原俊宏「前掲論文（上))」64-73頁があ

り，本論文でも条文を翻訳するにあたって参考にした。

(2)陳栄傳「国際私法的新面貌一鳥倣二○一一年渉外民事法律適用法」 「台湾法学

雑誌」第156期(2010年7月) 14-16頁。

(3) この条文の立法理由によると，従来の債権債務関係は主に法律行為，不法行為，

事務管理または不当利得から生ずる。しかしながら，科学技術の発展及び社会活

動の変更に伴い，債権債務関係の発生原因は必ず多様性になっていくため，将来

その中のいずれかの債権憤務関係についての規律に遺漏が生じないために，旧法
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8条の「その他の法律事実から生じる債権債務関係」に関する規定は，本条に移

し， 「第20条から前条まで以外の法律事実から生ずる債権債務関係」という語句

へと改正した， とされる。すなわち，本条は包括的な意味を有する規定であり，

なんらかの具体的な法律関係を指してはいない。司法院が公表した「渉外民事法

律適用法修正草案条文對照表」 （以下「条文對照表」と称する）第30条の説明を

参照athttP://jirs.judicial・gOvbtw/GNNWS/NNWSSOO2.asp?id=21016&Hag=1&regi=1&ke

y=&Muchlnfb=&courtid=

(4)新法30条： 「第20条から前条まで以外の法律事実から生ずる債権債務に関して

は，事実が発生した地の法による｡」

(5)新法31条：「法律行為によらず生じた債権債務は，その当事者が中華民国の裁

判所への訴訟提起後に中華民国の法律を適用することを合意するとき， 中華民国

の法律を適用する｡」

(6) 「立法院公報」第99巻31期委員会記録(2010年)421頁。林益山「新修正渉外

民事法律適用法簡析」『台湾法学雑誌」第156期(2010年7月)47頁。

(7) 司法院が公表した「渉外民事法律適用法修正草案総説明」を参照athttP://jirs.

judici』.govLtw/GNNWS/NNWSSOO2.asp?id=21016&Hag=1&regi=1&key=&Muchlnfb=&co

urrid=

(8)陳栄傳「国際私法的新開展一民国一百年新法的特色與適用」 『月旦法学雑誌」

第2側期(2012年1月)280-281頁。林益山「前掲論文」 （注6)42頁以下を参照。

(9)陳栄傳「前掲論文」 （注2)31頁。何佳芳「論最重要牽連関係原則在我国渉外民

事法律適用法中之適用與判断」 「開南法学」第8期(2016年2月)43-44頁。

⑩何佳芳「前掲論文」 （注9）49-58頁。

(lD劉鉄鐸＝陳栄傳『国際私法論【修訂第五版】」 （三民, 2010年)593-595頁。

⑫司法院「前掲条文對照表」 （注3）第25条の説明を参照。

⑬何佳芳「論渉外代理関係之準拠法一以く與代理行為関係最切地〉之判断為中

心」「東呉法律学報」第27巻3期(2016年1月) 103頁以下を参照。

⑭王志文「渉外債之関係法律適用規範之修正」 「月旦法学雑誌」第158期（2008年

7月） 5頁以下を参照。

(13次の3.(2)の「(a雅定的な最も密接な関係がある法律一特徴的給付の判断不明」

を参照。この点，台湾新法第釦条3項の立法理由においては， 「特徴的給付理論」

を最密接関連地を推定する手がかりとした理由は「具体的妥当性」を追求するこ

とにより， 「当事者の予見可能性」を追求するとの点が指摘されている。この点に

おいて，法の安定性と具体的妥当性の相剋が問題とされる日本法とは若干議論状
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況が異なっているとも考えられる。司法院「前掲条文對照表」 （注3）第20条の

説明（四）を参照。

⑬司法院「前掲条文對照表」 （注3）第17条, 18条, 20条, 43条及び44条の説

明を参照。

⑰司法院「前掲条文對照表」 （注3）第25条の説明を参照。

⑱何佳芳「日本新国際私法之侵権行為準拠法一兼論我国渉外民事法律適用法及

其修正草案之相関条文」『法学新論』第2期（2㈹8年9月）21-47頁。

⑲林秀雄「從男女平等之観点論婚姻效力準拠法之修正」 『月旦法学雑誌」第166期

(2009年3月)59頁以下を参照。

鋤新法48条： 「1．夫婦財産制は，夫婦が書面を持ってその一方の本国法又は住

所地法の適用を合意するとき，その合意によって定められた法律による。 2．夫

婦が前項の合意をしていないか，又はその合意が前項の法律により無効であると

き，その夫婦財産制は夫婦の共通本国法による。共通本国法がないときは，共通

住所地法による。共通住所地法がないときは，夫婦の婚姻に最も密接な関係があ

る地の法律による｡」

⑳司法院「前掲条文対照表」 （注3） 7条の説明を参照。

四法律回避の客体は「法廷地法」に限られるか否かについて， 「包括主義（概括主

義)」と「制限主義（限制主義)」に分けられる。台湾の多数説は「制限主義」を

採用し，当事者が法廷地法を回避する場合だけ，法律回避が櫛成される。例えば，

覆楚『国際私法綱要（台7版)」 （国立編訳館, 1982)257-258頁；陳長文「国際私

法上之規避法律問題」 「法令月刊」第40巻7期（1989年7月)9-10頁；何適『国

際私法釈義（5版)」 （作者自版， 1993年) 192-194頁；劉甲一『国際私法（再修

訂3版)」 （三民, 1995年) 153-155頁；蘇遠成「国際私法(5版)」 （五南書局，

2002年) 117-122頁：曾陳明汝「国際私法原理（上）－總論廟（改訂7版)」

（作者自版， 2003）301-304頁；劉鉄鐸＝陳栄傳「前掲書」 （注ll)529-530頁；何

澤東「国際私法（4版)」 （元照2010年) 144-145頁。一方， 「包括主義」を採用

するのは：藍瀕芳「国際私法導論」 （作者自版1995年)58-59頁。新法第7条は

多数説の影響を受けて， 「制限主義」を採用している。

四阿澤東「前掲書』 （注22) 145頁。

”劉鉄鐸「国際私法上規避法律問題之研究」 『国際私法論文集」 （五南書局, 1996

年) 12-13頁。林益山「国際私法上之規避法律問題」 「月旦法学雑誌」第58期

（2000年3月）32頁。

四呉光平「當事人意思自主原則，契約準拠法之約定與規避法律」 「法学新論」第3
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期（2008年10月)34-35頁。法律回避の意図の判断や証明が特に困難であり，

従って， この意図を有することだけで， 当該行為を無効にするのは不適切だと思

われる。

”当時，改正案の起草を担当する修正委員会の委員の発言によると， 回避に関す

る条文を改正案に取り入られる理由は， まだ明文化されていない学説上だけ議論

されている国際私法上の概念や原則などが，将来に（実務上で）抵触する判断が

出ることを防止するために，今回の修正を機会として，明文化すべきと決められ

た。司法院「司法院渉外民事法律適用法研究修正委員会第一次会議紀録(1998年

10月30日)」 『司法院渉外民事法律適用法研究修正資料葉編」 （司法院編印, 2N2

年) 19, 23頁。従って，法律回避に関する条文は，最初版の「渉外民事法律適用

法修正草案（原稿)」からずっと改正案に取り入られていた（原稿の第26条)。同

「司法院渉外民事法律適用法研究修正委員会第三次会議紀録（1999年6月25日)」

「前掲書』98-99, 165-166頁。

㈱呉光平「前掲論文」 （注25）37-39, 42-43頁。願意攻「規避法律」 『月旦法学教

室」第15期(2m4年1月)32頁。

鯛現時点での私見では， 「法律回避」の適用の必要性について， 「適用結果が法廷地

の公序に違反するか」との判断に基づく必要があるように思われる。法律回避の

行為が国内の公序に違反しない場合,連結点を自由に変更できるという当事者の正

当な権利を剥奪し，それによりその目的行為を無効にさせることか妥当なのかどう

かについては,依然として討議しなければならない。

鰯司法院「前掲条文對照表」 （注3）第6条の説明を参照。

鋤徐慧怡「論渉外民事法律適用法草案中有関身分法之内容與検討」 「月旦法学雑

誌』第160期(2008年9月) 159-160頁。

CD徐慧怡「前掲論文」 （注30) 160頁。

⑫何佳芳「前掲論文」 （注9）58-59頁。

鯛法務省民事局参事官室「国際私法の現代化に関する要綱中間試案補足説明」

（2m5.3.29） 32頁。

“何佳芳「契約準拠法中推定的関係最切之法一一以く特徴性履行〉之判断為中心」

「月旦法学雑誌」第197期(2011年10月)204-205頁。

鯛司法院「前掲条文對照表」 （注3） 20条の説明を参照。

鯛呉光平「国際私法上的特徴性履行理論」 「法学叢刊」第49巻4期（2004年10

月） 1-33頁。何佳芳「前掲論文」 （注34）209頁。

鋤呉光平「渉外民事法律適用法之新境界」『高大法学論叢』第11巻1期(2015年
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9月）44頁。

鯛呉光平「前掲論文」 （注37）45頁･

鋤何佳芳「日本新国際私法之契約準拠法一兼論我国渉外民事法律適用法及其修

正草案之相関条文」『月旦法学雑誌』第152期（2008年1月) 114-134頁。

鋤徐慧怡「前掲論文」 （注30) 148頁。

伽陳栄傳「前掲論文」 （注2）32頁。


